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（単位　千円）

  

3,578,540

△ 223,614

26,659
120,941

934,769

42,371固定負債

預 り 金

そ の 他 231,893

平成　19年 3月 31日　現在　

貯 蔵 品
122,661

473

268,378

351,602

負 債 及 び 純 資 産 合 計

株主資本

640,768

流動負債

85,392

貸　 借 　対 　照 　表

現 金 及 び 預 金

4,524,303
22,722

資 産 の 部

科 目

前 受 金

金 額

買 掛 金

141,581

1,098,705

負 債 合 計 2,044,468

324,100

79,850
946,206

5,623,009

2,541,390
470,000

2,071,390

2,578,540
37,150

建 物
什 器 備 品

未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税

関 係 会 社 株 式

ソ フ ト ウ ェ ア

1,764

立 替 金

162,479

純 資 産 合 計

無形固定資産

△ 5,957

5,623,009

606

仕 掛 品

7,010
12,942

前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

科 目

負 債 の 部

賞 与 引 当 金商 品 503,700

金 額

2,435,140

2,002,097

売 掛 金

流動資産

電 話 加 入 権

資 産 合 計

16,700

44,012

13,575

22,200

貸 倒 引 当 金

施 設 利 用 権

8,691

そ の 他 の 投 資
△ 22,266

保 険 積 立 金

諸 預 け 金
貸 倒 引 当 金

借 地 権

423,002

270,549
有形固定資産

固定資産

土 地

電 子 計 算 機 器
減 価 償 却 累 計 額

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 仮 勘 定

5,162
227,160
175,340

その他利益剰余金

25,354

投資その他の資産

破 産 更 生 債 権
繰 延 税 金 資 産
敷 金 ・ 保 証 金

別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

229,408

250,000
250,000

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金

純 資 産 の 部

資 本 金 750,000

40,897役員退職慰労引当金

14,960
77,884未 払 消 費 税 等

退 職 給 付 引 当 金 1,473



（単位　千円）

868,385            

貸倒引当金繰入額

26,047           

4,128              

17,747             

5,637,473          

1,556,771          

5,355,495          

2,425,156          
15,516,686       

17,941,843

4,536              6,236            

1,691              

科 目

営業外収益

受取利息
その他営業外収益

販売費及び一般管理費
売上総利益

7,013,851          

1,700              

868,803          

49,242             

5,819            

34,331             

当期純利益
法人税等調整額

営業外費用

その他営業外費用

事務所移転費用 90,960           

803,890          
273,808            
42,653             316,462          

7,387              

487,428          

法人税、住民税及び事業税

特別利益

税引前当期純利益

8,300              ゴルフ会員権売却益

　　　(自平成 18年 4月 1日　至平成 19年 3月31日）

金 額

固定資産除却損
旧事務所原状回復費用

投資有価証券売却益

経常利益

特別損失

損　 益 　計 　算 　書

商品等売上

ｼｽﾃﾑ運用業務売上原価

売上原価

営業利益

ｼｽﾃﾑ運用業務売上
ｿﾌﾄｳｪｱ開発売上

売上高

824,261            
3,699,456          

ｿﾌﾄｳｪｱ開発売上原価
商品等売上原価
間接原価

6,679,159          

4,248,833          



関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

―

―

・

・

役員退職慰労

引当金

（１）

（２）

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）貸倒引当金　　　

商 品

３．たな卸資産の評価の方法

個　 別 　注 　記 　表

従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上し
ております。

自社利用目的のソフトウェア

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（15.5年）による按分額を費用処理しております。

役員及び執行役員等への退職慰労金支払に備えるため、内規に基づく必要額を計上
しております。

会計基準変更時差異（237,660千円）については、15年による按分額を費用処理して
おります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

なお、丸紅連合厚生年金基金については、当社の拠出に対応する年金資産の額を合
理的に計算出来ないため、要拠出額を退職給付費用として処理しております。

６．リース取引の処理方法

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

（３）

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しており
ます。

（４）

有形固定資産　　定率法によっております。

ソフトウェア

（１）

賞与引当金

見込販売数量に基づく償却額と、残存見込販売有効期間（2年）に基づく均等償却額との、
いずれか大きい金額を計上しております。

（２）

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

個別法による原価法

販売目的のソフトウェア

個別法による原価法仕 掛 品

４．固定資産の減価償却の方法

（２）

５．引当金の計上基準

無形固定資産　　

退職給付引当金

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 － 時価法



１．関係会社に対する金銭債権・債務

金銭債権

金銭債務

　

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産合計

繰延税金資産合計

未払事業所税

①流動資産の部

2,424千円

繰延税金資産

貸倒引当金

未払事業税 11,301千円

6,087千円

（２）

その他

みずほ銀行に対する保証残高　

ヘッジ手段とヘッジ対象

従業員の金融機関からの借入金に対し次の通り保証を行っております。

（貸借対照表に関する注記）

ヘッジ方針

②固定資産の部

36,621千円

賞与引当金 204,955千円

27,796千円

676,796千円

未払家賃

44,012千円

２．保証債務

（２）

ヘッジ手段：為替予約

為替変動リスクを減殺する目的で行っております。

268,378千円

7,350千円

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）が平成20年3月31日以
前に開始する事業年度から適用できることになったことに伴い、当事業年度より同会計基準を適用し
ております。これにより従来の方法によった場合と比較して、営業利益、経常利益及び税引前当期純
利益に与える影響はありません。

９．重要な会計方針の変更

為替予約等が付されている外貨建債権債務等については、振当処理を行っております。

（１）

７．ヘッジ会計

ヘッジ対象：外貨建債権債務

（３）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17
年12月9日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基
準適用指針第8号 平成17年12月9日）を適用しております。
従来の資本の部の合計に相当する金額は3,578,540千円であります。

（１）

ヘッジ会計の方法

８．消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

15,176千円

貸倒引当金

2,268千円借地権

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

無形固定資産

ゴルフ会員権 2,034千円

繰延税金資産

7,292千円

599千円

16,641千円

6,988千円



（関連当事者との取引に関する注記）

１.親会社

２.親会社の子会社

３.当社の関連会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

上記各社との販売取引等については、市場価格等を参考に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額

２．１株当たり当期純利益

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

7,509千円

関連当事者
との関係

100%丸紅株式会社

取引の内容会社等の名称

665,544千円

関連当事者
との関係

開発･運
用業務及
び建物の

賃借
7,021千円

80千円

19,725千円

売上 売掛金

立替金

6,768,802千円

運用外注
先

運用外注
先・資金
預け先

前払費用

同上

同上

買掛金

売上

科目

立替金

買掛金

業務委託料等 未収入金1,421千円

56,387千円外注費

属性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

49%
当社の関連

会社

Marubeni Software &
Technology

（Thailand）CO.,Ltd.

取引の内容

開発外注
先

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｱｸｾｽ株
式会社

親会社の子
会社

なし

なし

親会社の子
会社

丸紅ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰ
ﾋﾞｽ株式会社

親会社の子
会社

Marubeni America
Corporation

議決権等の所有
(被所有)割合 取引の内容属性

親会社の子
会社

丸紅ﾌﾟﾗｯｸｽ株
式会社

なし
売上

回線料等

親会社の子
会社

COMﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ株
式会社

親会社の子
会社

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｿﾘｭｰｼｮ
ﾝ株式会社

親会社の子
会社

丸紅ｲﾝﾃｯｸｽ株
式会社

外注費

売上

なし

運用業務

開発業務

同上

なし

なし

丸紅ｿﾘｭｰｼｮﾝ株
式会社

旅費交通費

回線料等

外注費

なし

運用外注
先

なし

-

回線賃借
先

1,152千円

492千円

前払費用13,952千円保守料等

-

買掛金

1,050千円

3,023千円

638千円

422千円

期末残高

期末残高

23,204千円

24,410千円

616千円

340千円

4,112千円

283千円

2,423千円

5,106千円

未払費用

買掛金

73,374千円売掛金

798千円

-

売掛金

前受金

売掛金

-

親会社の子
会社

丸紅紙ﾊﾟﾙﾌﾟ販
売株式会社

議決権等の所有
(被所有)割合

親会社

取引金額

属性

会社等の名称
関連当事者
との関係

親会社の子
会社

丸紅ｴﾈﾙｷﾞｰ株
式会社

105,591千円

期末残高科目

3,180円92銭

売上

433円26銭

なし

17,671千円

受取利息

外注費

なし
ﾈｯﾄﾜｰｸの

保守

親会社の子
会社

55,139千円

90,123千円

90,816千円

売掛金

売上

諸預け金 640,768千円

売掛金6,911千円

未収入金

57千円

家賃地代等

人件費等

1,398,542千円

243,127千円

前払費用113,135千円

前受金

科目

360,174千円

取引金額

売掛金

未払費用

取引金額

1,687千円

58千円

9,906千円

38,425千円




